平成29年度第２回大府市行財政改革委員会要点記録

日　時　平成29年9月4日（月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　  15:00～17:00
場　所　大府市役所２階203会議室

出席委員

　委員長　　三浦　哲司

　副委員長　坂口　美穂

　委員　　　束村　博子

　委員　　　出口　隆浩

　委員　　　古市　晃久

行政

市長　　　岡村　秀人

　副市長　　山内　健次

　財政課財政課長　信田 光隆
　保育課長　内藤　尚美
　保育課保育係総括係長　小清水 崇
　保育課保育係主任　藤田 奈緒子

　総務課長　富澤 正浩

　総務課庶務統計係長　深谷 雄紀

　危機管理課長　相木 直人

　危機管理課生活安全係長　近藤 宏幸

　協働推進生涯学習課長　猪飼 健祐

　協働推進生涯学習課生涯学習係長　久野 義鎮

事務局

　企画政策部長　新美　光良
　企画政策課長　福島　智宏

　企画政策課企画係長　　川出　陽一

　企画政策課企画係主任　鈴木　康幸

　企画政策課企画係主事　池田　海童

【議事】

１　細事業の外部評価について
　ア　保育所運営事業
（委員）
　保育園の民営化のデメリットとして、児童・保護者が不安を感じることがある、保育の質の低下が懸念されるという説明があったが、他自治体が実施した保育園の民営化で児童・保護者が不安を感じたり、保育の質が低下したりということがあったのか。
（保育課長）
大府市における特徴として、これまで保育所は公立が大半で、私立は共和保育園1園のみであったことから、市民の方は、保育園といえば公立という認識が強いと思う。共和東保育園に指定管理者制度を導入する際にも、保護者から不安の声はあったが、制度導入後は、保育内容に対して、大変好評を得ている。
（委員）
　共和東保育園の指定管理者制度の導入では、保育が良くなったが、それを知らない市民も多いということか。

（保育課長）

　そうです。

（委員）

　保育料は、公立と私立で、どのように設定されるか。また、現在、保育士不足が起きているが、民営化する際に、民間事業者で手を挙げる業者がいるという予測で検討しているのか。
（保育課長）

　保育料の設定は、公立と私立は同じで市が保育料を決定する。大府市は、国の基準額よりやや低い金額で設定している。民間事業者には、手を挙げていただけるという想定で、検討している。
（委員）

　名古屋大学で保育園、学童保育を立ち上げたことがあるが、保育は金額ではなくて、保育の質が重要であるので、市が保育の質を担保するべきであると思う。また、民営化には、実績のある保育事業者が必要であると思う。
（保育課長）

　共和東保育園を民営化する場合、一般の民間保育所とは異なるため、児童福祉法に規定される公私連携保育所という制度を使って、市と保育事業者の間で、園児数や障がい児保育の実施などの基本的事項について協定を結び、市の関与度を高めたいと考えている。

（委員）

　そうであれば、保護者の不安も軽減すると思う。待機児童は、市内のどこの地域で多くなりそうか。

（保育課長）

　大府駅周辺、共和駅周辺を中心に待機児童が発生することが想定される。神田、吉田小学校区では発生しないと見込んでいる。
（委員）

　待機児童の問題は、若い世代の流入が多く、大府で子どもが生まれているという良い事象の裏返しである。その保育ニーズに応えていくため、民間の力を借りることは大切であると思う。

（委員）

　保育所運営事業全体の事業費フルコストが、H27年度以降大幅に増えている理由は何か。
（事務局）

　大府保育園の建設費は、減価償却で按分して費用計上しているため、建設に伴う各種コストである。
（委員）

　民営化のメリットのひとつとして、国県の補助金が挙げられているが、国県の補助金は、市としてメリットがあるという考え方で良いのか。

（保育課長）

　民営化のメリットとして、財源のことを主に説明したが、保育園は公立でも私立であっても保育の質は同じものが提供されるべきと思う。喫緊の待機児童の問題に対応するために、民間事業者の事業スピードを活用していきたいと考えている。経費の圧縮について、トータルで見れば、それによって生まれた財源を他の保育、子育て事業に活用していきたい。
（委員）

　保育所の民営化について、今後、何年度くらいを目途にどれくらい民営化したいという予定はあるか。
（保育課長）

　民営化については、本年度初めて事業化したため、今後、どういう方針、タイミングでやっていくかの具体的計画はこれから検討していく。

（委員）

　指定管理期間の満了を待っていると、スピードが遅くなってしまうように感じるが、方針決定までのスピードも考えなければいけない。
（副委員長）

　民営化により、市の財政負担は減るということだが、運営事業者として、トータルで見ると、補助金を含む事業費収入が減るようなことはないか。

（保育課長）

　共和東保育園は200人規模で、年間約1億7,500万円の指定管理料を支払っているが、民営化後の保育委託料は、国の基準で約1億4,000万円となる見込みであるため、現在の指定管理料よりも少ない額となる。

（副委員長）

　事業費が減るという説明も必要であると思う。民営化で想定されるデメリットとして、保育士の人件費の削減などによる保育の質の低下があっては、ならない。その点では、市の関与があると聞いたので安心しているが、完全に民間事業者お任せするのではなく、市による一定の監視機能が必要であると思う。

（委員）

　名古屋大学で保育園を立ち上げた経験から考えると、大学内に名古屋市の認可保育園があるのに、新たに開園したメリットは保護者の選択肢が増えることであり、大府市においても、保護者の選択肢を増やすという説明は良いと思う。名古屋大学内の名古屋市の認可保育園は、土日にバザーがあって、保護者のアクティビティが高かったが、一方、保護者がそれで疲れてしまうという側面もあった。新たに開園した保育園は、英語教育などのサービスを追加したことなどで人気がでた。民営化にあたっては、公立にはないメリットをいかに持たせるかがポイントになると思う。
また、児童の受入れは、段階的に増やす必要がある。途中で0歳児が入園できないということにならないよう、6年経ってフルになるように考えないといけない。すぐに入園児童をフルにできないというデメリットを財政的にバックアップすることも考える必要があると思う。
（委員長）

　共和東保育園の民営化で検討している公私連携保育所という制度自体は、昔から仕組みとしてあるのか。

（保育課長）

　新しい制度で、近隣では協定を結んでいない。
（委員長）

　新しい事業を始めるにはある程度準備が必要なので、他市の先進事例から、保護者との関係などを研究すると良いと思う。民営化後の保育の実施期間は決まっているか。

（保育課長）

　実施期間は、協定で定めることもあるかもしれない。
（委員長）

　委員会として、まず保育園の民営化という方向性は、異論はない。
意見として、4つ。1つ目は、民間保育園の特色づけ、保護者の選択肢を増やすという点から工夫が必要であること。2つ目は、公私連携保育所協定により保護者の方が不安を感じないよう、市の関与を準備して欲しいこと。3つ目は、民営化のタイミングと事前周知が必要で、どういったスケジュールで進めるかがポイントであること。4つ目は、事業者を募集する際には、現在の指定管理料と比較して、民営化後の委託料が少なくなる可能性があるというところをどうやって説明するかに工夫、努力が必要であること。
（委員長）
　その他、付け足しなどはないか。

　　⇒　意見なし。

　イ　防犯啓発事業
（委員）
　大府市防犯カメラ設置状況表にある施設のなかで、カメラを設置したことによる効果の測定はしているか。

（総務課長）
　防犯カメラを設置した駅駐輪場については、犯罪があった場合に捜査機関への情報提供などの協力ができており、犯罪の抑止力に繋がっていると思う。
　その他公共施設への設置については、防犯の抑止力以外にも、施設の管理などでメリットがある。

（委員）

　防犯カメラを昨年12月に設置して半年経過した中で、盗難が何件減ったなどの記録があると良い。せっかく設置するので、数値的に効果を把握することが必要であると思う。防犯カメラの自治区で設置するということだが、カメラの記録装置はどこに置く予定か。

（危機管理課長）
　防犯カメラの装備については、各自治区で検討していただき、最も効率的で安全な方法で実施していきたい。市で設置しているものは、カメラの中に記憶装置が付いているが、サーバーで管理する方法も含めて、自治区ごとの判断となる。
（委員）

　防犯カメラの設置のノウハウなどを考えると補助制度は、効率が悪いのではないか。全額補助するのであれば、市が一括発注して、市の計画として、カメラの設置を進める方が効率的ではないか。

（危機管理課長）

　各自治区が防犯カメラをどこに設置するか、どういうシステムで運用するかを考えること自体が、地域の防犯意識の向上に繋がると考えている。

（委員）

　防犯カメラには、個人情報の観点もあるので、設置場所については、自治区で考えていただくことが良いと思うが、データの処理とカメラの維持管理は市が行わないと、各自治区でばらつきが出る恐れがあると思う。自治区は、人が変わり、引継ぎの観点からも、市が委託業者にまとめて一括発注して、市が中心になって管理する方が効率的であると思う。
（危機管理課長）

　設置と運用について、自治区である程度ばらつきが出ることが想定されるため、市が、防犯カメラの設置及び運用に関するガイドラインを策定する。自治区で手間はかかるが、その手間が地域の防犯力の向上に繋がると考えている。

（委員長）

　防犯カメラを自治区が設置した場合は、ランニングコストはどれくらいで、自治区の持出しとなる費用はどれくらいになるか。また、機器の耐久年数は何年か。

（危機管理課長）

　防犯カメラは、電線を引くところも困難な箇所もあるので、電池式にするなど、各自治区でランニングコストも考えての設置の検討をお願いしたい。耐用年数は、一般的な電気製品なので、5～10年間かと思う。

（委員）

　メンテナンスも含めて、一括委託する方が効率的だと思う。

（副委員長）

　防犯カメラを設置する公共空間の定義として、どういうところが想定されるのか。また、カメラの設置自体は、自治区にニーズがあると思うが、設置することが目的ではないため、その後の運用を含めて、今後詰めていく必要があると思う。

（危機管理課長）

　設置する公共空間は、道路などが想定される。

（委員）

　全体的な防犯として、空き家対策はどうか。

（山内副市長）

　空き家対策の協議会を9月から開催し、検討していく予定である。大府、共和地区に空き家が多いので、場所を特定した上で、具体的な検討に入っていく。
（委員長）

　委員会として、防犯カメラの設置について、反対はない。方法について、意見があった。自治区の側でカメラを設置していく方法がある一方で、市が取りまとめて、設置した方が効率的であるという意見があった。また、設置すること自体を目的とするのではなく、メンテナンスも含めて、地域の防犯力の向上のため、設置してからどうするかをより検討して欲しい。市と自治区の双方で検討が必要である。
（委員長）

　その他、付け足しなどはないか。

　　⇒　意見なし。

　ウ　公民館事業

（副委員長）

　公民館の利用人数が昔に比べて減ってきている。当初目標の計画値に達していない状況が続き、大人や働いている女性の利用率が減っているように思うが、子どもの利用率は、昔に比べてどうか。

（協働推進生涯学習課生涯学習係長）

　子どもの利用率は、基本的に昔と変わっていないように感じている。大府市は、子どもは、小さい頃に児童センターで活動し、ある程度年齢に達すると図書室の利用を中心に公民館に活動場所を移す傾向がある。子供向け講座数も減っていない。

（副委員長）

　公民館の利用人数が相対的に低くなっているため、土日を開館して、多くの市民に講座や市民活動の場として使っていただく方が良い。月曜日を完全休館日として統一するのは、許されると思う。

（委員）

　月曜日の完全休館には反対ではない。反対に、月曜日に半分が開館していたことを知らなかったが、なぜ、これでまで大府市では、公民館を月曜日に開館してきたのか。

（協働推進生涯学習課長）

　大府市では、できるだけ多くの市民の皆様に生涯学習の機会を拡充して　いくという目的で月曜開館を行ってきたという経緯がある。

（委員）

　休館日を見直すことで、一番やりたいことは何か。どのような状態を目指すという想いはあるか。
（協働推進生涯学習課長）

　公民館は、市民が自由意思に基づいて学習する場であるが、学びによって、地域の課題に気付いて、課題解決に向けた行動に起こすということを目指している。そのための地域課題解決型事業あり、講座の運営等は公民館の職員が行う必要があるが、現状で、土曜日は一人体制であるものが、二人体制になれば、1日に2講座開催できるようになると考えている。

（委員）

　講座や事業のターゲットとなる人を明確にして、各公民館で講座を企画して欲しい。休館日の見直しにあたって、目的は働き方改革という観点よりも、公民館の大きな目的から考える方が良いと思う。

（委員）

　毎週、月曜日休みにする方が分かり易くて良いと思う。大府市に限らず、公民館施設が老朽化していることが、問題化している。公民館によっては、これでは、あまり人が来ない、わくわくする綺麗な施設でない館がいくつかあると思う。公民館をもっと使いたくなるような場所に生まれ変わるようにしたい半面、財政負担の問題もある。施設を統合するという手法もあるが、利用者から遠くなるということもある。そういったことを検討するためにも、各公民館の稼働率などの詳細なデータがあると良いと思う。休館日の見直しだけではなく、市民が快適に感じる空間を作ることなどの、全体の在り方を検討することも必要であると思う。
詳細なデータがあれば、大型連休のお盆とゴールデンウィークでは、ゴールデンウィークの方の利用率が高くなっているが、天候や経年変化も含めて分析をすることができる。
（協働推進生涯学習課長）
　現在は、市民の皆様に気持ちよく使っていただけるよう施設の予防保全を進めている。統合については、お年寄りの利用者もいるので、近いから便利だという意見もある。

（委員）

　公民館は重要な施設だと捉えている。月曜日の休館には異論はない。
デメリットとして資料にある、現在の月曜日の利用を変更できないという団体もあるので、団体に対して丁寧に説明して欲しい。働き方改革については、公民館だけではないと思うので、他の公共施設も含めて、どうあるべきかを検討して欲しい。

（協働推進生涯学習課長）

　現在、月曜日に利用している団体は、全てに問い合わせしたわけではないので、休館日の見直しを進めていくことになれば、全ての団体に対して丁寧な説明をしていくつもりである。
（委員）

　以前に職員から公民館に対する夢を聞いたことがあるので、公民館で働く職員の夢が実現できるような場所になると良いと思う。

（委員）

　公民館の予約は、ウェブでできないのか。

（協働推進生涯学習課生涯学習係長）

　公民館は、社会教育施設であり、利用は、市内の方を前提としていることから、ウェブ予約はできないようになっている。利用者に公民館に足を運んでいただいて、予約していただく仕組みになっている。

（委員）

　お年寄りが利用するのであれば、利用の申込みのために、足を運ぶのは、大変ではないかと思う。

（協働推進生涯学習課生涯学習係長）

　利用申込みについては、色々な方法があると思う。公民館の利用者が平均年齢60歳を超えているが、高齢の方であっても利用しやすい場所に公民館があるというのは、大府市の特徴で、申し込みのために外に出向いていただく、用事を作っていただくことも大切だと考えている。

（委員）

　そうであれば、さらに公民館施設を綺麗にしていただくと良いと思う。

（三浦委員長）

　月曜日を休館日とする場合、知多市などのように、月曜日が祝日の場合は、休館日をずらすのか。
（協働推進生涯学習課長）

　祝日が重なっても、休館日をずらすことはない。

（委員長）
　地域にとっての公民館という位置付けがある一方、市にとっての公民館の位置付けはどうか。例えば、飯田市は公民館に若手職員を張り付けて、地域を学ぶ人事の仕組みがある。
（協働推進生涯学習課長）

　大府市では、公民館は地域担当職員という意識を持ってやっている。公民館を地域活動の拠点とするべく、公民館ごとに認知症、交通安全、環境問題など特徴を持って、地域課題の解決に取り組んでいる。
（委員長）

　各公民館の特徴出しが重要になってくると思う。月曜日を休館とすることで、サービスの量が少なくなるため、サービスの質でどうフォローをするのか、戦略はあるか。

（協働推進生涯学習課生涯学習係長）

　公民館の利用者層の高齢化が進んでおり、利用団体が解散することもある。現在、成人・青少年の公民館利用が少なくなっているので、平日の昼間から土曜日に若者や勤労者を対象とした講座、催事に力を入れ、公民館生涯学習機能を高めていきたいと思っている。月曜日を休館日としても、それ以上の効果を生んでいきたい。

（委員）

　若い人の利用が減っているのであれば、今後公民館の新しい応援団となる若い人たちへのウェブ予約もあった方が良いのではないか。

（協働推進生涯学習課生涯学習係長）

　本年度から若者を対象とした企画に力を入れて、「お前は大府の何者」という新規事業を実施している。今後、高校生、大学生とも一緒に企画を検討していきたい。

（協働推進生涯学習課長）

　公民館まつりで、「プチこどものまち」という事業をやっているが、その指導者として大学生を巻き込んでいる。それをきっかけに大学生に公民館との繋がりを作ってもらいたい。
(委員長)

　大型連休、夜間の臨時休館について意見はないか。

（協働推進生涯学習課長）

　大型連休、夜間の休館については、館長権限で行えるため、事務的な問題はないと思う。

（委員長）

　委員会として、公民館を月曜日に完全休館とすることに異論はない。大型連休、夜間についても同様。意見として3つある。1つ目として、開館日が減るため、各公民館の特徴出しと新たな取組をどう打ち出していくのかということ。2つ目として、月曜休館とする目的を明確化して欲しいこと。3つ目として、現在、月曜日に利用していただいている団体等に対して丁寧な対応が必要であること。

（委員長）

　その他、付け足しなどはないか。

　　⇒　意見なし。
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